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2025 年 11 月 11 日 
株式会社タムラプランニングアンドオペレーティング 

 
TP データ・サービス「3. 自治体別高齢者住宅・施設等の需給予測データ」 

2025 年度版発行のお知らせ 

 

全国 870 自治体の策定した第 9 期介護保険事業（支援）計画から
読み取る高齢者住宅・施設等の過不足状況 

株式会社タムラプランニングアンドオペレーティングは、「自治体別高齢者住宅・施設等
の需給予測データ 2025 年度版」を 2025 年 11 月末に発行を予定しております。 
https://www.tamurakikaku.co.jp/dataservice/eriadata2016.html 

本データ集は、47 都道府県がとりまとめた介護保険事業支援計画及び政令指定都市（20
ヶ所）・中核市（61 ヶ所※1）・東京 23 区、広域連合（18 ヶ所、構成市町村 135 ヶ所）、前
述以外の市町村（584 ヶ所）の介護保険事業計画から要介護者向け高齢者住宅・施設等（包
括ケア居室※2）を供給量として把握し、この地域に住む要介護 3 以上の認定者数を需要量
として、供給と需要の差に着目して推計したものです。 

2025 年度版では、対象自治体を 343 ヶ所から 870 ヶ所（広域連合は構成市町村毎にカ
ウント）に拡大。各自治体の第 9 期介護保険事業（支援）計画の施設・居住系サービス※3

の整備計画をデータ化しました。また、政令指定都市については、都市の間だけでなく、
都市の内部で生じている格差に着目し、区別の分析を行っております。 

本データ及びその分析は、事業者にとってエリア毎の高齢者住宅市場の現状把握と将来
予測をする上で、重要な指標のひとつになるとともに、各自治体及び住民にとってその地
域に住む安心感を計る上からも重要な指標となっています。 

※1「豊橋市」は中核市から除く。「東三河広域連合（豊橋市含む）」として広域連合に含む。 
※2「包括ケア居室」とは、「施設系・居住系サービス」に、在宅で看取りを行う際に必要と考えられる定期巡回、夜間
対応型などの地域密着型の居宅サービスを追加したもの。詳細は、7 頁の注 1 を参照。 
※3「施設系・居住系サービス」とは、居住と介護を一体的に提供する特養・老健・介護医療院や介護付有料老人ホーム、
特定施設の指定を受けたサービス付き高齢者向け住宅、グループホーム等のこと。 
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●対象市区町村 706 ヶ所の内、93 ヶ所は包括ケアが供給過剰の一
方で、613 ヶ所は供給不足 

特養・老健・介護医療院といった介護保険施設に、介護付有料などの特定施設及びグル
ープホームを加えた居住と介護を一体的に提供する包括ケア型の高齢者住宅・施設と、自
宅に住んでいても夜間の介護サービスが受けられる地域密着型サービス（定期巡回、夜間
対応型、小規模多機能型、看護小規模多機能）を加えた数値を供給量としました。 

自分で全てのことができなくなり、高齢者住宅・施設に移り住まなければ、基本的に在
宅は不可能な状態の要介護 3 以上の認定者数を需要量とし、その差をもって供給過剰か供
給不足かを算定しました。 

対象市区町村 706 ヶ所（広域連合は１カウント）別で見ると、93 ヶ所が供給過剰な一方
で、613 ヶ所は供給不足となっています（図表 1）。 

●包括ケア型の高齢者住宅・施設の供給不足 No1 は大阪市、供給過
剰 No1 は札幌市 

供給過剰の上位 5 位は、札幌市 2 千人、以下 1 千人台でさいたま市、介護保険施行以前
から東京都の受け皿として特養が集中的につくられた日の出町、仙台市、浜松市 0.7 千人
と続きます（図表 2 上表）。一方、供給不足の上位には、大阪市 28 千人、名古屋市 12 千
人、横浜市と堺市が 9 千人、京都市が 7 千人となっています（図表 2 下表）。 

この不足を補っているのが、住宅型有料とサ付住です。この 2 タイプを供給量に加えて
も、供給過剰上位 1 位は札幌市となっています（図表 3 上表）。供給不足 1 位も大阪市で変
わりませんが、不足数は 10 千人と大きく減少します。2 位以下は、足立区 4 千人、大田区・
江東区・江戸川区が 3 千人台と上位の自治体の顔ぶれが変わります（図表 3 下表）。 

実際、高齢者住宅・施設等は足りているのか、足りていないのか。現状のままの流れが
継続すると今後どうなるのか。 

本データ集では、高齢者住宅・施設等の過不足量を目安に、自治体間で広がる格差を浮
き彫りにすることも狙いとしております。 

 
 
 

 

 

 

 

  

図表 1 2024 年包括ケアの過不足状況 

総人口に占める調査対象自治体の人口割合（2020 年） 
エリア区分 ①総人口 ②調査対象自治体の人口計 割合（②/①）

北海道・東北エリア 13,835,809 10,323,169 75%
北関東エリア 6,739,265 6,078,117 90%
首都圏エリア 36,914,176 36,463,032 99%
北陸エリア 5,135,475 4,142,602 81%
中部エリア 17,782,598 16,367,062 92%
関西エリア 20,541,441 19,482,984 95%
中国エリア 7,254,726 5,893,555 81%
四国エリア 3,696,171 2,604,679 70%
九州・沖縄エリア 14,246,438 11,974,283 84%

全国計 126,146,099 113,329,483 90%

凡例
50%以上
0％以上50％未満
‐20％以上0％未満
‐40％以上‐20％未満
‐60％以上‐40％未満
‐60％未満

※過不足率（％）＝（各年の過不足
数÷各年の需要数×100）。尚、-（マ
イナス）表示は不足率、+（プラス）
表示 
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●さいたま市は供給過剰の改善に取り組む一方で、既存の住宅型有
料・サ付住の入居者の重度化が課題に 

2024 年に包括ケア型の高齢者住宅・施設等が供給過剰及び供給不足の上位 5 位の自治体
について、2020 年（第 7 期）と 2029 年（第 10 期）の過不足量の変化を見ました。 

供給過剰 1 位の札幌市は、第 7 期以降、特養を中心に、グループホーム、特定施設を計
画的に整備しており、2020 年の不足状態が改善されましたが、2024 年以降は供給過剰の
状態が続くと予想されます。2 位のさいたま市は公募枠を広くとってきた自治体ですが、市
は第 8 期以降、広域型（定員 30 人以上）の特養や特定施設の新規整備を抑制。グループホ
ームに重点を置く方針に転換しました。その結果、包括ケア型の供給過剰状態は改善され
る見通しですが、他方で、既存の住宅型有料とサ付住について、入居者の重度化が進んで
いるとして、市は第8期と同じく、第9期でも特定施設への転換を進める方針です（図表4）。 

供給不足上位 5 位の自治体は、高齢者住宅・施設（包括ケア居室）の慢性的な不足状態
が続くと予想されます。特に１位の大阪市は、給付費抑制の方針の下、包括ケア型の高齢
者住宅・施設の開設規制が継続され、2020 年から 2029 年にかけて不足量が 1.6 倍（1.2
千人分）増加すると予想されます（図表 5）。 

介護保険料は、前期の介護サービス利用実績や、今後の要介護認定率の推移などを踏ま
え、計画期間 3 年間のサービス見込み量等を算出し、設定されます。そのため、供給不足
上位の自治体は、供給過剰の自治体よりも介護サービスの利用実績が少なく、介護保険料
は低いという想定に基づき、過不足数と第 9 期介護保険料を比較しました。しかし、結果
は、供給不足 1 位の大阪市が高額 1 位と想定と逆の結果となりました。大阪市は要因とし
て、認定率が高い独居高齢者世帯の多さ等をあげています。供給不足上位の自治体は、施
設サービスを必要とした要介護者が施設に入居できない一方で、介護保険料は高くなって
おり、市民にとって大きな負担となっていると考えられます（図表 5）。 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 4 2024 年包括ケアの供給過剰上位５位自治体に関する分析（2020 年と 2029 年との比較） 

供給過剰上位5位
単位：人

都道府県名 市区町村名 過剰数
北海道 札幌市 27,045
福岡県 福岡市 9,818
埼玉県 さいたま市 6,243
兵庫県 神戸市 6,200
宮城県 仙台市 6,128

供給不足上位5位
単位：人

都道府県名 市区町村名 不足数
大阪府 大阪市 -10,193
東京都 足立区 -4,481
東京都 大田区 -3,990
東京都 江東区 -3,532
東京都 江戸川区 -3,432

図表 3 包括ケア+住宅型   
+サ付住の過不足数 

単位：供給量・需要量・過不足数（人）、第9期保険料基準額（円）
都道府県名 市区町村名

供給量 需要量 過不足数 供給量 需要量 過不足数 供給量 需要量 過不足数 順位
北海道 札幌市 27,245 29,007 -1,762 32,607 30,386 2,221 36,200 34,569 1,631 5,773 460位
埼玉県 さいたま市 20,423 17,824 2,599 21,159 19,613 1,546 23,223 22,642 581 6,406 156位
東京都 西多摩郡日の出町 1,529 283 1,246 1,532 300 1,232 1,545 330 1,214 5,850 411位
宮城県 仙台市 13,830 13,751 79 16,728 15,558 1,169 18,546 17,853 692 6,079 303位
静岡県 浜松市 12,313 12,059 254 12,382 11,616 766 13,253 12,494 759 5,900 383位

第9期保険料基準額（月額）2020年 2024年 2029年

図表 5 2024 年包括ケアの供給不足上位 5 位自治体に関する分析（2020 年と 2029 年との比較） 
単位：供給量・需要量・過不足数（人）、第9期保険料基準額（円）

都道府県名 市区町村名
供給量 需要量 過不足数 供給量 需要量 過不足数 供給量 需要量 過不足数 順位

大阪府 大阪市 40,998 60,265 -19,267 40,427 69,050 -28,623 44,418 75,590 -31,172 9,249 1位
愛知県 名古屋市 28,200 37,565 -9,365 28,831 41,398 -12,567 32,606 46,210 -13,604 6,950 30位
神奈川県 横浜市 50,875 59,080 -8,205 53,880 63,562 -9,682 61,658 71,968 -10,311 6,620 87位
大阪府 堺市 8,550 17,235 -8,685 9,065 18,725 -9,660 9,992 21,169 -11,177 7,417 8位
京都府 京都市 23,191 30,657 -7,466 24,726 32,180 -7,454 27,894 35,687 -7,793 7,160 15位

第9期保険料基準額（月額）2020年 2024年 2029年

図表 2 包括ケアの過不足数 

供給過剰上位5位
単位：人

都道府県名 市区町村名 過剰数
北海道 札幌市 2,221
埼玉県 さいたま市 1,546
東京都 西多摩郡日の出町 1,232
宮城県 仙台市 1,169
静岡県 浜松市 766

供給不足上位5位
単位：人

都道府県名 市区町村名 不足数
大阪府 大阪市 -28,623
愛知県 名古屋市 -12,567
神奈川県 横浜市 -9,682
大阪府 堺市 -9,660
京都府 京都市 -7,454
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●包括ケア型の供給不足 No1 の大阪市では、住宅型有料・サ付住を
加えても、2038 年に 24 区中 16 区で不足状態が続く見込み 

政令指定都市と聞いてどのようなイメージを思い浮かべるでしょうか。「大都市」を想起
するならば認識を改める必要があります。20 ヶ所ある市の中には、過疎指定された地区を
抱える市（浜松市、岡山市）や第 1 次産業の比重が大きい市（新潟市、浜松市）もあるか
らです。本データ集では多様化する政令指定都市について、2025 年の過不足数を区別に算
出し、2038 年の過不足数の予測を行っております。 

弊社の調べでは、特養等の広域型（定員 30 人以上）の施設タイプについては、いずれの
市も第９期計画期間中 3 年間の利用見込み者数を区別に設定しておらず、また、地域密着
型（定員 29 人以下）の特養・特定施設、グループホームついても、区別に計画している市
は一部でした。そのため、計画値が不明の施設タイプについては、市全体の 2025 年（第 9
期計画値）と 2038 年（弊社予測値）の利用見込み者数に、区別の要介護 1～5 認定者数が
市全体に占める割合を按分して算出しました。 

横浜市について、区別に 2025 年の過不足数を見ると、包括ケア型の高齢者住宅・施設等
を供給量とした場合、いずれの区も供給不足となっています。特養・グループホーム・介
護専用型特定施設を中心に計画的な整備を進めてきた横浜市ですが、最も多い鶴見区
（1,288 人）と都筑区（150 人）とで 8.6 倍の差異があります。但し、これを要介護 3 以
上認定者数 1 万人当たりで見ると、差異は 4.5 倍となります（図表 6）。供給量に住宅型有
料とサ付住を加えると、2025 年に供給過剰となるのは 8 区、2038 年には供給過剰が 12
区に増えます（図表 7）。 

       図表 6 【横浜市区別】包括ケアの過不足状況 
 

図表 7 【横浜市区別】包括ケアの過不足数と住宅型有料・サ付住の供給数 
 

供給量・需要量・過不足数単位：人

供給量 需要量 過不足数

1万人当た
りの過不足

数
供給量 需要量 過不足数

1万人当た
りの過不足

数

横浜市鶴見区 3,775 5,063 -1,288 -2,544 5,437 6,583 -1,146 -1,741
横浜市保土ケ谷区 3,290 4,349 -1,058 -2,433 4,677 5,653 -976 -1,726
横浜市旭区 4,418 5,349 -931 -1,741 5,985 6,953 -968 -1,392
横浜市神奈川区 3,128 3,975 -846 -2,129 4,380 5,167 -787 -1,523
横浜市南区 3,234 4,073 -839 -2,060 4,657 5,295 -638 -1,204
横浜市戸塚区 4,383 5,205 -823 -1,580 5,945 6,766 -821 -1,213
横浜市港北区 4,163 4,922 -758 -1,541 5,828 6,400 -572 -893
横浜市金沢区 3,037 3,750 -714 -1,903 4,226 4,877 -651 -1,335
横浜市港南区 3,602 4,301 -698 -1,624 4,826 5,591 -765 -1,369
横浜市磯子区 2,606 3,225 -619 -1,920 3,558 4,193 -635 -1,514
横浜市中区 2,246 2,856 -611 -2,138 3,210 3,715 -505 -1,360
横浜市緑区 2,609 3,028 -419 -1,385 3,521 3,938 -417 -1,058
横浜市栄区 1,950 2,313 -364 -1,572 2,600 3,006 -406 -1,352
横浜市西区 1,153 1,499 -346 -2,311 1,644 1,949 -305 -1,566
横浜市青葉区 3,800 4,117 -317 -770 5,257 5,355 -98 -182
横浜市泉区 2,989 3,238 -250 -771 3,694 4,210 -516 -1,225
横浜市瀬谷区 2,509 2,676 -167 -625 3,102 3,479 -378 -1,085
横浜市都筑区 2,496 2,645 -150 -566 3,110 3,438 -328 -953

2038年

市区名

2025年

①包括ケア
の過不足

数

②住宅型+
サ付住

①+②
（（①+②）/
需要量）×
1万人

①包括ケア
の過不足

数

②住宅型+
サ付住

①+②
（（①+②）/
需要量）×
1万人

横浜市鶴見区 -1,288 653 -635 -1,254 -1,146 1,046 -100 -152
横浜市保土ケ谷区 -1,058 528 -530 -1,219 -976 866 -110 -194
横浜市旭区 -931 517 -414 -773 -968 950 -18 -26
横浜市神奈川区 -846 916 70 177 -787 1,233 446 863
横浜市南区 -839 289 -550 -1,350 -638 625 -12 -23
横浜市戸塚区 -823 1,016 193 372 -821 1,446 625 924
横浜市港北区 -758 1,235 477 969 -572 1,657 1,085 1,695
横浜市金沢区 -714 366 -347 -926 -651 672 21 43
横浜市港南区 -698 698 -0 -1 -765 1,047 281 503
横浜市磯子区 -619 310 -309 -959 -635 567 -68 -162
横浜市中区 -611 297 -314 -1,099 -505 529 24 64
横浜市緑区 -419 725 305 1,008 -417 979 562 1,428
横浜市栄区 -364 316 -47 -204 -406 504 98 326
横浜市西区 -346 117 -229 -1,530 -305 236 -69 -356
横浜市青葉区 -317 1,282 965 2,344 -98 1,662 1,565 2,922
横浜市泉区 -250 393 143 441 -516 659 144 342
横浜市瀬谷区 -167 450 283 1,057 -378 674 297 853
横浜市都筑区 -150 1,191 1,042 3,938 -328 1,416 1,088 3,166

2038年

市区名

2025年

※供給量:施設系+居住系+地域密
着型 需要量:要介護 3 以上認定
者数 
※過不足数＝供給量-需要量 
※1 万人当たりの過不足数＝（過不
足数/需要量）×1 万人 
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大阪市について、区別に 2025 年の過不足数を見ると、包括ケア型の高齢者住宅・施設等
を供給量とした場合、いずれの区も供給不足となっており、2038 年も不足状態が続く見込
みです。供給不足上位 1 位は、要介護 3 以上の認定者数（需要量）が最も多い西成区とな
っています（図表 8）。 

西成区は、令和 2 年国勢調査によると、夜間の介護が必要になると高齢者住宅・施設に
入所（居）できなければ生活が成り立たないと思われる 75 歳以上の単独世帯の割合が
42.4％（9,404 世帯）と市内で最も高率となっています。 

この不足を穴埋めしていると見られる住宅型有料とサ付住を供給量に加えると、2025 年
には東住吉区、東成区、生野区の 3 区が供給過剰となり、2038 年には 8 区に増加しますが、
依然として 16 区は不足状態が続くと見込まれます（図表 9）。 

図表 9 【大阪市区別】包括ケアの過不足数と住宅型有料・サ付住の供給数 
 

図表 8 【大阪市区別】包括ケアの過不足状況 
 

供給量 需要量 過不足数

1万人当た
りの過不足

数
供給量 需要量 過不足数

1万人当た
りの過不足

数

大阪市西成区 3,326 6,511 -3,184 -4,891 4,267 7,462 -3,194 -4,281
大阪市平野区 3,561 6,277 -2,716 -4,327 4,481 7,193 -2,712 -3,770
大阪市生野区 2,697 4,742 -2,045 -4,312 3,327 5,436 -2,110 -3,881
大阪市住吉区 2,645 4,667 -2,022 -4,332 3,288 5,351 -2,063 -3,855
大阪市東住吉区 2,603 4,599 -1,996 -4,340 3,205 5,274 -2,069 -3,923
大阪市東淀川区 2,579 4,287 -1,707 -3,983 3,202 4,913 -1,711 -3,483
大阪市城東区 2,353 3,937 -1,584 -4,023 2,955 4,512 -1,557 -3,451
大阪市住之江区 2,052 3,544 -1,492 -4,209 2,540 4,063 -1,523 -3,748
大阪市淀川区 2,141 3,527 -1,386 -3,929 2,653 4,044 -1,390 -3,438
大阪市阿倍野区 1,575 2,692 -1,117 -4,148 1,968 3,084 -1,116 -3,618
大阪市旭区 1,639 2,753 -1,114 -4,047 2,067 3,156 -1,089 -3,450
大阪市鶴見区 1,463 2,465 -1,003 -4,068 1,831 2,826 -995 -3,521
大阪市西淀川区 1,380 2,315 -934 -4,037 1,698 2,654 -956 -3,603
大阪市北区 1,232 2,111 -879 -4,163 1,552 2,419 -867 -3,584
大阪市都島区 1,370 2,214 -845 -3,814 1,704 2,536 -832 -3,280
大阪市大正区 1,152 1,953 -801 -4,100 1,399 2,242 -843 -3,761
大阪市浪速区 849 1,645 -796 -4,840 1,056 1,884 -829 -4,399
大阪市港区 1,238 2,030 -793 -3,905 1,566 2,329 -763 -3,277
大阪市東成区 1,295 2,019 -724 -3,584 1,551 2,315 -764 -3,301
大阪市此花区 972 1,664 -693 -4,161 1,221 1,905 -684 -3,592
大阪市中央区 843 1,428 -585 -4,098 1,045 1,637 -593 -3,621
大阪市天王寺区 852 1,363 -511 -3,747 1,066 1,561 -495 -3,169
大阪市福島区 795 1,267 -472 -3,724 985 1,452 -467 -3,219
大阪市西区 781 1,234 -454 -3,675 979 1,414 -435 -3,079

市区名

2025年 2038年

①包括ケア
の過不足

数

②住宅型+
サ付住

①+②
（（①+②）/
需要量）×
1万人

①包括ケア
の過不足

数

②住宅型+
サ付住

①+②
（（①+②）/
需要量）×
1万人

大阪市西成区 -3,184 2,296 -888 -1,364 -3,194 3,104 -91 -121
大阪市平野区 -2,716 2,566 -150 -238 -2,712 3,414 703 977
大阪市生野区 -2,045 2,126 82 172 -2,110 2,756 646 1,189
大阪市住吉区 -2,022 1,166 -856 -1,835 -2,063 1,788 -275 -513
大阪市東住吉区 -1,996 2,609 613 1,332 -2,069 3,215 1,146 2,174
大阪市東淀川区 -1,707 1,303 -405 -944 -1,711 1,909 197 402
大阪市城東区 -1,584 827 -757 -1,922 -1,557 1,386 -171 -379
大阪市住之江区 -1,492 795 -697 -1,965 -1,523 1,276 -247 -608
大阪市淀川区 -1,386 248 -1,138 -3,227 -1,390 750 -641 -1,584
大阪市阿倍野区 -1,117 446 -671 -2,493 -1,116 818 -298 -966
大阪市旭区 -1,114 762 -352 -1,279 -1,089 1,153 64 204
大阪市鶴見区 -1,003 340 -663 -2,690 -995 686 -309 -1,093
大阪市西淀川区 -934 716 -219 -945 -956 1,037 81 304
大阪市北区 -879 251 -628 -2,976 -867 544 -323 -1,334
大阪市都島区 -845 368 -477 -2,153 -832 690 -142 -558
大阪市大正区 -801 233 -568 -2,906 -843 498 -345 -1,539
大阪市浪速区 -796 636 -160 -971 -829 836 7 39
大阪市港区 -793 129 -664 -3,270 -763 425 -338 -1,452
大阪市東成区 -724 806 82 405 -764 1,099 335 1,446
大阪市此花区 -693 159 -534 -3,208 -684 390 -295 -1,546
大阪市中央区 -585 42 -543 -3,802 -593 240 -353 -2,155
大阪市天王寺区 -511 135 -376 -2,760 -495 336 -158 -1,015
大阪市福島区 -472 166 -305 -2,411 -467 353 -115 -789
大阪市西区 -454 58 -395 -3,203 -435 243 -192 -1,357

市区名

2025年 2038年

※供給量:施設系+居住系+地域密
着型 需要量:要介護 3 以上認定
者数 
※過不足数＝供給量-需要量 
※1 万人当たりの過不足数＝（過不
足数/需要量）×1 万人 
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●施設・居住系サービスの供給不足の改善と住宅型有料・サ付住の
特定施設化が急務に 

必要な介護サービスが必要なだけ提供されている供給過剰の自治体は、市民にとって安
心できる自治体であると考えられます。一方で、供給過剰で飽和状態になることで、特養
や介護付有料にも空きが出て、入居率の低い高齢者住宅・施設から淘汰されていくことも
考えられます。 

事業者にとっては、これらの自治体で既に事業展開している場合、ハード・ソフトとも
に品質が問われることになると思われます。また、新規事業参入するエリアとして適当か
検討が必要となります。 

介護保険施設と特定施設、グループホームの供給が不足している自治体では、総量規制
を撤廃して供給量を増やすことが課題となります。また、大阪府のように、包括ケア型の
高齢者住宅・施設が不足する一方で、その受け皿として住宅型有料やサ付住が急速に増え
た自治体では、特定施設への転換を進め、不足分のボトムアップを図る必要があります。
既存の住宅型有料・サ付住については、さいたま市のような供給過剰の自治体においても、
入居者の重度化が懸念されるため、特定施設への転換を進め、介護保険施設サービスとし
ての質の向上が求められています。 

大都市部をはじめとした 2020 年（第 7 期）の包括ケア型の高齢者住宅・施設の不足量
が 2024 年（第 9 期）、2029 年（第 10 期）と増加が見込まれる自治体では、既存ホーム
を特定施設に整備するなど、初期投資の抑制につながり事業者が手を上げやすいような公
募条件を検討し、不足が増えないような介護保険事業計画を策定することが市民にとって
重要となります。不足状態では競争原理が働かず、品質向上・改善の点においても大きな
問題となる可能性をはらんでいます。 

 
需給バランスのとれた環境の中で、施設・居住系サービスの整備が進められることが望

ましいですが、供給不足と供給過剰の自治体が混在しているのが実情です。 
本データ集は、その背景と実態をデータ化したものとなっております。 
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（商品概要） 

■ＴＰデータ・サービス 

高齢者住宅に特化した開設支援コンサルタントとして⾧年の実績を持つ株式会社タムラ
プランニングアンドオペレーティングは、2005 年より高齢者住宅や介護保険居宅サービス
のデータ・分析レポート集（ＴＰデータ・サービス）を提供しております。全国の高齢者
住宅・施設、介護保険情報公表制度対象外の住宅型有料老人ホーム、分譲型ケア付きマン
ションや居宅サービス事業所までも網羅する等、他の追随を受けない業界最大のデータ・
サービスです。 

2025 年度版ＴＰデータ・サービスは、「1.高齢者住宅データ」、「2.介護保険居宅サービ
スデータ」、「3.自治体別高齢者住宅・施設等の需給予測データ」の 3 商品です。 

〔全国版〕に加えて、〔地域分割版〕〔分析レポート〕単体でも提供しております。 
 

■3.自治体別高齢者住宅・施設等の需給予測データ 2025 年度版 
発行日   : 2025 年 11 月末日 
商品概要  : 高齢者住宅マーケット動向の予測に役立つ「データ集」「分析レポート」 
主な分析項目: 第 9 期介護保険事業計画期間中の施設・居住系・地域密着型サービスの整

備計画の集計・分析、施設・居住系・地域密着型サービスの需給動向の中
⾧期予測等 

対象エリア : 全国 870 自治体（広域連合は構成市町村数でカウント） 
        都道府県 47 ヶ所、政令指定都市 20 ヶ所、中核市 61 ヶ所、特別区 23 ヶ

所、広域連合（18 地域、構成市町村 135 ヶ所）、前述以外の市町村 584
ヶ所（内、市 466 ヶ所、町 108 ヶ所、村 10 ヶ所） 

出所）弊社データ、各自治体の介護保険事業（支援）計画、自治体ヒアリング、国立社会保障・人口問題研究所「日
本の地域別将来推計人口」、厚生労働省「介護保険事業状況報告」等を基に、弊社が推計・予測。 

注 1）本データ集における包括ケア居室とは、居住と介護を一体的に提供する施設系・居住系サービスに、在宅で看
取りを行う際に必要と考えられる以下の地域密着型の居宅サービスを追加したもの。 

施設系:介護老人福祉施設（地域密着型を含む）、介護老人保健施設、介護療養型医療施設（2023 年度末
で廃止）、介護医療院 

居住系:特定施設入居者生活介護（以下「特定施設」と略、地域密着型を含む）、グループホーム 
※特定施設には介護付有料老人ホーム、特定施設の指定を受けたケアハウス・サービス付き高齢者
向け住宅・養護老人ホーム含む。 

地域密着型:定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護、看護小
規模多機能型居宅介護小規模多機能 

注 2）本データ集における個別ケア居室とは、居室と介護を個別に提供する以下の住宅型有料・サ付住のこと。 
住宅型有料:住宅型有料老人ホームの略。2025 年３月末時点の弊社データ。単位は戸数。2025 年度以降

は弊社にて独自推計 
サ付住:サービス付き高齢者向け住宅の略。2025 年３月末時点の弊社データ。特定施設の指定を受けたも

のを除く。単位は戸数。2025 年度以降は 2025 年 3 月末実績値のままとした。 
注 3）図表 4～5 について、2020 年の過不足量は、㈱タムラプランニングアンドオペレーティング「3.自治体別高

齢者住宅・施設等の需給予測データ 2020 年度版」と各自治体の介護保険事業計画より作成。 
注 4）図表 4～5 について、大阪府の守口市、門真市、四條畷市は 2020 年時点で「くすのき広域連合」（2024.3.1

解散）として集計されていたため、2020 年のランキングから除く。福島県の双葉郡双葉町は第 9 期計画にお
いて 2027 年以降の要介護者数推計を公表していないため、2029 年のランキングから除く。 

注 5）分析対象は、47 都道府県、政令都市、中核市、東京 23 区、人口規模 5 万人以上（2024 年 1 月 1 日住民基
本台帳、日本人人口）の市町。また、人口規模以外にも、「①介護施設等の供給状況（包括ケア居室数）」「②
財政の豊かさ（財政力指数）」「③自治体の魅力（観光来訪者数）」といった要素が、その自治体の持つポテン
シャルを左右することを考慮し、①②③の指標ごとに Z スコアを算出し、全区市町村の合計スコアを集計。人
口 5 万人未満でも、合計スコア 0 以上（平均値以上）の町村は追加。 
※Z スコアは、①②③の指標に該当する数値から平均値を引いて、標準偏差で割り算出。 


